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１ 前年度指摘事項等に対する措置等

（１）指摘事項 該当なし

（２）監査意見 該当なし

（３）決算審査意見 該当なし

２ 前年度県議会決算審査特別委員会の指摘事項（口頭指摘を含む。）に対する処理状況 該当なし

３ 組織及び業務調べ

機 関 名 課(室)名 係(担当)名 課 の 主 な 所 掌 事 務

教育センター 総務課 ・教育センターの事務の総合調整

・教育センターの施設の管理

・庶務

・広報

教育企画研修課 研修企画担当 ・幼稚園、小学校、中学校及び高等学校、特別支援学校の教

育についての研修

・幼稚園、小学校、中学校及び高等学校の教育についての研

究調査

・幼稚園、小学校、中学校及び高等学校の教育に関する資料

の整備及び提供

学力向上担当 ・学校教育活動に関する支援

・情報教育についての研修及び研究調査

・情報教育に関する資料の整備及び提供

・ＩＣＴ活用教育の推進

・学力向上・授業改善についての支援

４ 職員の定員、現員調べ

(平成２９年４月１日現在)

事務職員 技術職員 現業職員 計
種 別 備 考

区 分 当 該 28.4.1 当 該 28.4.1 当 該 28.4.1 当 該 28.4.1
年 度 現 在 年 度 現 在 年 度 現 在 年 度 現 在

定 員 ２０ ２０ － － － － ２０ ２０

（０） （０）
現 員 － － － － ２０ ２０

２０ ２０

過不足(△) ０ ０ － － － － ０ ０

臨 時 職 員 ０ ０ － － － － ０ ０

事務１、事務補助１、
非常勤職員 ３ ３ ０ １ － － ３ ４

ICT教育支援員１、



５ 役付職員の調べ

（平成２９年４月１日現在）

職 名 氏 名 在 職 期 間 備 考

年 ０月
所長 小林 傳

出納員

総務課長 北村 徹 ２ ０ いじめ・不登校総合対策センター参事（併）

継続勤務 ４年０月

教育企画研修課長 長谷川 隆 ０

指導主査 小谷 洋子 １ ０ 継続勤務 ３年０月

総務課課長補佐 森山 雅代 ２ ０ いじめ・不登校総合対策センター課長補佐（併）



６ 主な事業に関する調べ 

                                                                          （単位：千円） 

 

事   業   名 

 

 

決算(見込)額 

 

財  源  内  訳 

国庫支出金 そ の 他 一般財源  

教職員研 修費   8,900  8,900 

将来ビジョン Ⅳ  育む （２） 人財 ・鳥取の 推進  

政 策 項 目  

（概 要） 

ア 目的及び事業の実施状況 

（ア）目的 

◇基本研修、職務研修、専門研修 

・教職員の資質・指導力の向上を図るため、教職経験や職務に応じた研修を体系的に実施するとともに、 

今日的な教育課題や教職員の要望に応じた研修内容・方法等の工夫改善を図りつつ、多様な研修を実 

施する。 

◇教科・領域指導力向上ゼミナール 

・喫緊の教育課題についての専門的知識を基盤とした実践的研修を通して、学校の教育活動の中核となる

教員の指導力向上とその普及を図る。結果として児童生徒の学力向上に資することを目的とする。 

 

（イ）事業の実施状況 

◇基本研修、職務研修、専門研修 

 ・基本研修として主に教職経験に応じた悉皆研修を、職務研修として管理職・主任・主事等の職務に応じ

た悉皆研修を、専門研修として各教科・各種教育等に応じた希望研修を実施した。 

＜教職員研修体系の概要＞ 

研
修
期 

第１期 第２期 第３期 第４期 

教職資質の育成 教職資質の向上 教職資質の充実 経営的・専門的資質の充実 

１年～４年 ５年～１０年 １１年～２０年 ２１年以上 

基
本
研
修 

 

 

 

 

 

職
務
研
修 

 

 

 

 

専
門
研
修 

 

 幼児教育、教科指導等、各種教育課題等（情報教育、特別支援教育、教育相談・生徒指導・ 

 学級経営等、各種教育等） 

 

 

◇教科・領域指導力向上ゼミナール 

○県内の小学校、中学校、高等学校の教諭で、市町村立学校は市町村（学校組合）教育委員

会の推薦、県立高等学校は県立高等学校長の推薦を受けたものを対象に、小学校理科、中

学校理科、高等学校メンター育成で年間５日の研修を実施した。 

  【研修内容】 

    ①理論研修 

    ②県内外のモデルとなる教員の授業参観や実践発表 

③授業実践（所属校実践） 

    ④県外への視察 

    ⑤県内学校への成果の普及と還元 

 

初任者研修 

新規採用教員研修 

２年目研修 

３年目研修 

５年目研修 10 年経験者研修 

学校経営研修 

主 任 ・ 主 事 研 修 

職 務 に 応 じ た 研 修 

キャリアデザイン研修 



イ 平成２８年度の事業実施にあたり改善等に取り組んだ点 

 ◇基本研修、職務研修、専門研修 

   ○基本研修の改善点 

    ・新たな教育課題に関する内容を研修に位置付けて実施した。 

    ・若手育成研修として３年目研修を新設し、初任から３年目までの体系的な研修を実施した。 

    ・初任者と１０年経験者との合同研修を各校種で実施するなど、ミドルリーダー育成を意識した研修

に努めた。 

   ○職務研修の改善点 

    ・学校経営に係る研修にＯＪＴの内容を位置付けて実施した。 

・新任主幹教諭研修やミドルリーダーステップアップ研修の充実を通して、学校リーダーの育成を 

図った。 

・新任校長研修や新任教頭研修をはじめとして、半日開催の講座を増やし、負担の軽減を図った。 

・講師研修（小学校・中学校、高等学校・特別支援学校）の充実を図り、若手教員の育成に努めた。 

◇教科・領域指導力向上ゼミナール 

・喫緊の教育課題に対して学校現場でニーズの高い内容を実施し、小・中学校では理科を、高等学校で 

はアクティブ・ラーニングを内容とするメンター育成コースを実施した。 

・小・中学校理科では、校種間の接続を意識した系統的な内容となるよう研修方法を工夫した。 

・研修で学んだことを実践につなげる往還型の研修となるよう研修内容を組み立てた。 

 

ウ 成 果 

◇基本研修、職務研修、専門研修 

  ・全ての種別の研修評価（アンケート４段階評定）において（満足）（おおむね満足）の割合の合計が 

９０％以上という評価が得られた。数値目標もすべて達成することができた。 

 【平成２８年度研修講座評価総括表（アンケート４段階評定）】 

※４（満足）３（概ね満足）２（あまり満足でない）１（満足できない） 

種 別 

実  績 

講座数 延日数 
延人数 

（人） 

４・３の割合 

目標 実績 

新規採用教員研修  2 19 324 80％ 100％ 

初任者研修  4 64 1,411 80％ 100％ 

経験者研修 20 92 2,616 80％ 99％ 

職務研修 43 79 3,796 80％ 98％ 

専門研修 64 64 2,264 90％ 99％ 

 

◇教科・領域指導力向上ゼミナール 

・研修内容は喫緊の教育課題に対するものであり、学校現場のニーズも高い。本ゼミナールは、理論の 

みならず実践を通して学べる内容となっており、受講者の実践的指導力の向上に大いに役立っている。 

・国の教科調査官や著名な大学教授に指導を受けるなかで、理論について理解を深めるとともに、めざす

子ども像に向けての指導のあり方を考える機会となっている。 

  ・受講者同士がゼミナールの講義・演習、授業参観、県外視察などを通して互いに切磋琢磨し、指導力向

上のためのネットワークづくりを構築できる機会となっている。 

 

エ 課 題 

 ◇基本研修、職務研修、専門研修 

  ・教職員のキャリアステージに応じて求められる資質・能力について整理するとともに、それに応じた研

修体系や内容の見直しが必要である。 

  ・大量退職、大量採用の世代交代の時期を迎え、これまで以上に若手教員の指導力向上やミドルリーダー

を育成する研修内容の見直しが必要である。 

  ・受講内容を受講者個人の学びでとどまらせることなく、他の教員に還元・情報提供していく方策につい

て、引き続き検討していく必要がある。 

 ◇教科・領域指導力向上ゼミナール 

  ・研修内容は本人のみならず、学校現場で活かせるものであり、ゼミナール受講生が学びを広く還元する

ことが期待できる。所属校や地域、市町村教育委員会等に成果を広く還元できるような企画・運営に心

がける。 



６ 主な事業に関する調べ 

                                                                          （単位：千円） 

 

事   業   名 

 

 

決算(見込)額 

 

財  源  内  訳 

国庫支出金 そ の 他 一般財源  

学校教育 支援事 業  42,000   42,000 

将来ビジョン Ⅳ育む（ ２）「 人財 ・鳥取」 の推進  

政 策 項 目  

（概 要） 
ア 目的及び事業の実施状況 
（ア）目的 

 ・県教育センター内外の講師を県内の学校又は幼稚園・保育所（園）の教職員で構成する研修実施機関へ
派遣することによって、学校又は研究団体等の自主的・主体的な教育研究を支援するとともに、そこで
得られた研究成果や教育情報を収集し、県教育センターのネットワークを活用して県内に広めることで
教職員の資質向上を図る。 

 
（イ）事業の実施状況 

○出かけるセンター（指導主事等派遣）による学校支援 
 ・以下のとおり教育センターの指導主事を各学校及び研究団体に派遣し、学校等の自主的・主体的な教育

研究の支援を行った。 
  【指導主事等派遣実績】 

 小学校 中学校 高等学校 特 別 支援 学 校  研究団体 計 

学習指導・学級経営 ６ ９ ０ ０ ４ １９ 

ＩＣＴ活用教育 ８ ６ ３ ０ ０ １７ 

その他 ０ ０ ０ ０ １ １ 

計 １４ １５ ３ ０ ５ ３７ 

 
○スーパーバイザーによる学校教育支援事業 

  ・スーパーバイザーを県内の１０校に派遣し、それぞれの学校の教育課題の解決に向けて「スーパーバイ
ザー」「県教育センター」「学校」等の三者が積極的に関わりながら、年間を通して継続的に実践的研
究を行うとともにその成果の普及を図った。 

   【スーパーバイザー派遣実績（抜粋）】 

研究内容 派遣期日 事業対象校 スーパーバイザー 

互いの考えや思いの交流を通

して、学ぶ楽しさを実感する

授業づくり 

6 月 15 日 

8 月 18 日 

12 月  7 日 

2 月  8 日 

鳥取市立 

岩倉小学校 

梅光学院大学 

子ども学部子ども未来学科 

講師 山田 洋平 

協同的な学び合いを通して、

自分の考えを伝え合い、共に

高め合える生徒の育成 

5 月 20 日 

9 月 29 日 

倉吉市立 

東中学校 

中京大学国際教養部 

教授 杉江 修治 

お互いを認め合い、伝え合い、

高め合う人間関係づくり 

6 月 20 日 

7 月  1 日 

11 月 28 日 

湯梨浜町立 

北溟中学校 

高知大学教育学部 

附属教育実践総合センター 

 准教授 鹿嶋 真弓 

発達や障がい特性に応じた指

導・支援 

6 月  6 日 

12 月  5 日 

県立 

皆生養護学校 

淑徳大学 

発達臨床研究センター 

 助教 池畑 美恵子 

 
 

○アドバイザー派遣事業 
・研究実施機関からの申請を受け、大学教授等のアドバイザー派遣に関する経費の負担や情報提供を行っ

た。 
   
 



【アドバイザー派遣実績】 
 
 
 
 
 
 
 

・既存の 教育研 究団 体への支 援  ２ ７件  
（単独校 ８件、 同一 市町の研 究団体 １件 を含む）  

・新たに 組織さ れた 教育研究 団体へ の支 援  １５ 件  
 
  ○教 育情報 の収 集と発信  
  ・教職 員が自 主的 に参加で きる研 修の 場を提供 するた めに、年間３回 の土曜 自主 セミ

ナーを実 施した 。  
  【土 曜自主 セミ ナー実施 状況】  

 
タイトル 日  時 会 場 講 師 

参加 

人数 

１ 

やってみよう！ 

情報モラルの授業 

7 月 2 日（土） 

13:00～16:00 

教 育 セ

ンター 

鳥取県ケータイインター

ネット教育推進員 

今度 珠美 
22 名 

２ 

企業経営に学ぶ 

ピンチを乗り切る決断 

～細心大胆～ 

12 月 3 日（土） 

13:00～16:15 

倉 吉 体

育 文 化

会館 

（株）リンガーハット 

代表取締役会長兼社長 

米濵 和英 
22 名 

３ 

絆を深める学級経営 

～新学期のよりよい学級づ

くり・人間関係づくり～ 

（とっとり未来教師セミナー

と合同開催） 

3 月 4 日（土） 

13:30～16:15  

教 育 セ

ンター 

高知大学教育学部 

附属教育実践総合センター 

准教授 鹿嶋 真弓 56 名 

  ・鳥取県 で教員 をめざし ている 講師・学生 を対象 とした「 とっとり 未来教 師セ ミナー
」を今年 度より 開設 し、４１ 名が受 講し た。  

  ・教育 センタ ーで 実施した 研修講 座の 内容を研 修講師 の承 諾を得た うえで 記録 し、新
たに３４ 本の DVDを作 成した。  

 
イ 平成２８年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点 

・若手教員の育成を推進するために「とっとり未来教師セミナー」を新たに開設し、鳥取県で教員になる
ことを志している講師や学生を対象とした年間３回の研修を実施した。 

 
ウ 成 果（※必ず記入すること。） 
  ・スーパーバイザー派遣事業においては、スーパーバイザー及び実施校と連携をとりながら

各学校が設定した研究テーマに沿った実践的研究を推進することができた。また、教育セ
ンターホームページに実践報告書を掲載し、その成果を発信することができた。 

  ・アドバイザー派遣事業においては、延べ７３件の授業研究会等へアドバイザーを派遣し、
県内の学校及び教育研究団体への支援を行った。また、実施報告書や学習指導案等を教育
センターホームページに掲載し、その成果を発信することができた。 

  ・年間３回の「とっとり未来教師セミナー」を開催し、これから教員をめざしている講師・
学生に対して、教員に求められる資質や基礎的な指導力の育成を図った。 

 
エ 課 題（※必ず記入すること。） 
  ・スーパーバイザー派遣事業の実施校には、２月の教育センター研究発表会において研究実践の報告

を依頼していたが、大雪の影響で研究発表会を開催することができなかった。平成29年度に開催予
定の「教育センターフォーラム2017」において、いくつかの実施校に実践報告を依頼する予定であ
る。 

  ・教員の世代交代が進み、集合研修だけでなく、学校現場でのOJTを通した若手教員育成のニーズが
さらに高まっている。平成29年度は、スーパーバイザー派遣事業に新たにテーマやスーパーバイザ
ーを指定したコース（「カリキュラム・マネジメント」「校内OJTの推進」）を設け、これから求
められる教育課題解決に向けての支援を強化する。   

  ・若手教員の育成を推進するために今年度から開設した「とっとり未来教師セミナー」を予算化し、
年間５回シリーズの研修としてその内容を充実させる。 

区分 
申請 
件数 

派遣件数 派遣講師数 

 
団体
数 

 研修 
 回数 

県外 
講師 

県内 
講師 

合計 

小・中・高・特別支援

学校関係  
７１ ６８ ３９ ６８ ３７ １ ３８ 

幼保合同研修 ５ ５ ３ ５ ３ ０ ３ 

計 ７６ ７３ ４２ ７３ ４０ １ ４１ 



６ 主な事業に関する調べ 

                                                                          （単位：千円） 

 

事   業   名 

 

 

決算(見込)額 

 

財  源  内  訳 

国庫支出金 そ の 他 一般財源  

ＩＣＴ活用教育推進事業  7,640      7,640 

将来ビジョン Ⅵ 育む （２）人財・鳥取の推進 

政 策 項 目  

（概 要） 

ア 目的及び事業の実施状況 

（ア）目的 

平成２７年３月に策定した「鳥取県ICT活用教育推進ビジョン」に沿って、学校における 

ICT活用を推進するため、教職員研修の充実を図り、学校現場で活用が可能なICT環境やソ 

フトウェアを検証・実践研究を行う。 

 

（イ）事業の実施状況 

○ICT 活用教育推進のための研修 

・外部委託の全校種全学校悉皆で「学校 CIO 研修」及び「情報化推進リーダー研修」を実施 

・研修用 ICT 機器の整備 

・非常勤職員（ICT 支援員）による研修支援 

〇ICT 活用のための Web ベース ICT 環境の構築実証研究 

・鳥取県クラウドへの Web アプリケーション（moodle、 OwnCloud、 Knowledge Forum）の構 

築を委託し、研修や授業の中での活用方法の実証研究 

〇ICT を活用した協調学習の先導的な環境実証研究 

・静岡大学に委託し、県内高等学校での「Knowledge Forum」を活用した協調学習の実践研 

究 

○ Web版とり っこド リ ルの活用 研究  

 ・外部 委託し た Web版とりっ こドリ ルの 学校現場 での有 用性 を実証研 究  

 

イ 平成２８年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点 

・学校でのICT活用教育推進体制の構築をねらい、全校種全学校のCIOと情報化リーダーを対象とした悉皆研

修を実施し、今後の教育のあり方とともに、ICT活用の必要性について理解を深めた。 

 ・静岡大学への委託研究として、新たな学校での活用を広げるため、協力校を変更して、英語の授業のなか

で、他県の学校とも協同しながら実践研究を行った。 

 ・複数回実施する研修において、資料の配付・回収や受講者の情報交換の場として「moodle」を活用し、研

修の充実を図った。 

 

ウ 成 果（※必ず記入すること。） 

・全校種全学校でICT活用推進等の教育の情報化に向けた校内推進の取り組みを実施することができた。 

 ・県 教 育 センターでの１４講 座 で｢moodle｣を活 用 し、業 務 改 善 につながった。 

・静岡大学への委託研究では、県内高等学校と島根県の高等学校と研究協力することができ、遠隔地での 

協調学習の実践にICT機器や「Knowledge Forum」が有効なことが実証された。 

 

エ 課 題（※必ず記入すること。） 

 ・「学 校 CIO研 修 」と「情 報 化 推 進 リーダー研 修 」では、全 学 校 に重 要 性 ・必 要 性 は啓 発 できたが、具 体  

的 にどのような取 組 を進 めていくかまで深 めることができなかった。そこで、来 年 度 は具 体 的 な活 動 に 

つながるよう、新 任 校 長 及 び、校 種 ごとの新 任 情 報 化 リーダーを対 象 とした研 修 を実 施 する。 

 ・「Knowledge Forum」は高等学校での実践では有効性が見られたが、操作や設定に専門的な知識が 

必要であり、すべてが英語表記のため、汎用性が低い。来年度は、意欲のある教員への啓発を行い、 

日常的な活用での実証研究を行う。 

 ・「とりっこドリル」の学校での利活用が進まず、別のシステムの検討が必要である。 
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文
書

ＩＤ
1
6
-
0
0
0
4
3
8
6
4

新
規

以
外

の
も

の
7
6
,5

0
0

目
　

計
1
7
1
,1

8
0

合
　

計
1
7
1
,1

8
0

該
当

な
し

該
当

な
し

　
（
３

）
交

付
金

　

１
７

　
負

担
金

、
補

助
金

、
交

付
金

及
び

委
託

料
支

出
状

況
調

べ

  
（
２

）
補

助
金

支
出

年
月

日

該
当

な
し

　
（
２

－
２

）
補

助
金

（
他

課
か

ら
予

算
の

配
当

替
え

を
受

け
て

執
行

す
る

も
の

）



（
４

）
委

託
料

(
単

位
:
円

)

(
契

約
年

月
日

)
入

札
等

年
月

日

契
　

約
　

額
(
契

約
保

証
金

　
納

付
等

年
月

日
)

支
出

支
　

 
 
出

(
契

約
年

月
日

)
履

行
検

査
区

分
年

 
月

 
日

契
　

約
　

額
年

 
月

 
日

(
2
7
.
3
.
1
3
)

2
7
.
4
.
1
～

2
7
.
3
.
6

３
年

間
の

債
務

鳥
取

県
教

育
セ

ン
タ

ー
光

リ
フ

テ
ッ

ク
1
8
,
6
2
3
,
3
8
7

5
,
8
9
7
,
5
2
0

3
0
.
3
.
3
1

（
免

除
）

負
担

行
為

　
　

清
掃

・
建

築
物

環
境

（
有

）
(
1
7
,
6
9
2
,
5
6
0
)

文
書

I
D

衛
生

管
理

委
託

指
2
8
.
5
.
2
 
外

1
5
-
0
0
1
8
3
2
2
5

 
(
2
7
.
3
.
2
5
）

2
7
.
4
.
1
～

2
7
.
3
.
1
6

３
年

間
の

債
務

鳥
取

県
教

育
セ

ン
タ

ー
(
有

)
環

力
8
9
4
,
2
4
0

2
9
2
,
8
9
6

3
0
.
3
.
3
1

（
免

除
）

負
担

行
為

　
　

自
家

用
電

気
工

作
物

(
8
7
8
,
6
8
8
)

H
2
8
.
6
.
3
0
契

約
解

除
保

安
管

理
業

務
随

2
8
.
5
.
1
3

文
書

I
D
 
1
6
-
0
0
0
4
4
6
9
8

(
2
8
.
7
.
1
)

2
8
.
7
.
1
～

2
8
.
6
.
1
7

鳥
取

県
教

育
セ

ン
タ

ー
環

力
電

気
2
1
9
,
6
7
2

2
1
9
,
6
7
2

2
9
.
3
.
3
1

（
免

除
）

文
書

I
D

単
県

自
家

用
電

気
工

作
物

保
安

協
会

1
6
-
0
0
4
5
4
0
2

保
安

管
理

業
務

随
2
8
.
7
.
2
0
外

　

(
2
7
.
3
.
1
3
)

2
7
.
4
.
1
～

2
7
.
3
.
1
0

３
年

間
の

債
務

鳥
取

県
教

育
セ

ン
タ

ー
（

株
）

3
9
8
,
5
2
0

1
3
2
,
8
4
0

3
0
.
3
.
3
1

(
免

除
）

2
8
.
6
.
2
9
外

負
担

行
為

　
　

単
県

消
防

用
設

備
保

守
点

検
業

務
吉

備
総

合
電

設
(
3
9
8
,
5
2
0
)

文
書

I
D

随
2
8
.
6
.
2
9
外

1
5
-
0
0
1
8
3
6
3
1

(
2
7
.
3
.
1
3
)

2
7
.
4
.
1
～

2
7
.
3
.
1
0

３
年

間
の

債
務

鳥
取

県
教

育
セ

ン
タ

ー
山

陰
警

備
保

障
3
8
8
,
8
0
0

1
1
4
,
0
4
8

3
0
.
3
.
3
1

(
免

除
）

2
8
.
4
.
3
0
 
外

負
担

行
為

　
　

単
県

機
械

警
備

業
務

(
株

）
(
3
4
2
,
1
4
4
)

文
書

I
D

随
2
8
.
5
.
6
外

1
5
-
0
0
1
8
3
2
1
1

(
2
8
.
4
.
1
)

2
8
.
4
.
1
～

2
8
.
3
.
2
9

（
株

）
エ

ッ
グ

2
9
0
,
0
0
0

2
8
5
,
1
2
0

2
9
.
3
.
3
1

（
免

除
）

文
書

I
D

1
5
-
0
0
1
8
3
3
2
5

随
2
8
.
5
.
6
外

(
2
8
.
4
.
1
)

2
8
.
4
.
1
～

2
8
.
3
.
2
9

（
株

）
エ

ッ
グ

7
7
5
,
2
7
8

7
7
5
,
2
7
8

2
9
.
3
.
3
1

（
免

除
）

文
書

I
D

1
5
-
0
0
1
8
1
9
6
5

随
2
8
.
5
.
6
外

(
2
8
.
4
.
2
2
)

2
8
.
4
.
2
2

2
8
.
4
.
1
5

国
立

大
学

法
人

2
,
1
0
6
,
0
0
0

2
,
1
0
6
,
0
0
0

2
9
.
3
.
3
1

（
免

除
）

静
岡

大
学

随
文

書
I
D
1
6
-
0
0
0
1
3
3
6
7

(
2
8
.
4
.
2
2
)

2
8
.
4
.
2
2
～

2
8
.
4
.
1
5

「
新

規
」

（
株

）
ベ

ネ
ッ

セ
1
,
9
4
7
,
2
4
0

1
,
8
5
1
,
0
7
4

2
9
.
2
.
2
8

（
免

除
）

文
書

I
D

コ
ー

ポ
レ

ー
シ

ョ
ン

1
6
-
0
0
0
1
3
4
8
8

一
般

予
定

価
格

が
2
0
万

円
未

満
の

も
の

2
8
.
7
.
2
0
外

　

精
2
8
.
5
.
1
2
外

2
3
7
,
6
0
0

教
育

セ
ン

タ
ー

費
単

県
2
8
.
4
.
3
0
 
外

鳥
取

県
教

育
セ

ン
タ

ー
研

修
講

座
登

録
シ

ス
テ

ム
保

守
委

託
業

務

教
育

セ
ン

タ
ー

費

教
育

セ
ン

タ
ー

費

1
2
9
,
3
5
5

8
,
2
6
1
,
4
9
5

8
,
2
6
1
,
4
9
5

単
県

教
育

セ
ン

タ
ー

費

教
育

セ
ン

タ
ー

費

2
8
.
5
.
1
3

単
県

の
別

予
算

科
目

（
目

）

国
補

2
8
.
4
.
3
0
 
外

当
　

　
初

　
　

契
　

　
約

県
単

委
託

料
の

名
称

委
託

契
約

の

相
手

方
　

　

4
,
9
1
4
,
6
0
0

予
定

価
格

契
約

期
間

完
了

年
月

日

契
約

期
間

精
2
8
.
5
.
1
6
外

備
　

考
金

　
額

支
 
出

 
の

 
状

 
況

契
約

形
態

変
　

更
　

契
　

約
　

(
 
最

 
終

 
)

目
　

計

合
　

計

2
8
.
4
.
3
0
 
外

教
育

セ
ン

タ
ー

費
単

県
精

2
8
.
5
.
1
2
外

6
4
6
,
0
6
0

Ｗ
Ｅ

Ｂ
版

と
り

っ
こ

ド
リ

ル
シ

ス
テ

ム
管

理
運

営
業

務
委

託

教
育

セ
ン

タ
ー

費
単

県
鳥

取
県

教
育

情
報

化
推

進
研

修
業

務

H
2
5
年

度
か

ら
静

岡
大

学
に

委
託

し
て

い
る

事
業

で
、

継
続

し
た

研
究

業
務

の
た

め
教

育
セ

ン
タ

ー
費

単
県

前
2
8
.
5
.
2
7

2
,
1
0
6
,
0
0
0

Ｉ
Ｃ

Ｔ
を

活
用

し
た

協
調

学
習

の
先

導
的

な
環

境
実

証
研

究
業

務
委

託

教
育

セ
ン

タ
ー

費

精
2
8
.
7
.
1
1
外

1
3
2
,
8
4
0

精
2
8
.
7
.
1
1
外

9
5
,
0
4
0



（
４

－
２

）
委

託
料

（
他

課
か

ら
予

算
の

配
当

替
え

又
は

令
達

を
受

け
て

執
行

し
た

も
の

）

該
当

な
し

１
８

　
工

事
請

負
費

調
べ

(
起

工
年

月
日

)
設

 
計

 
額

(
契

約
年

月
日

)
契

　
約

　
額

(
変

更
年

月
日

)
設

　
計

　
額

(
契

約
年

月
日

)
契

　
約

　
額

契
約

形
態

（
H
2
8
.
1
0
.
1
4
)

（
H
2
8
.
1
1
.
1
6
)

H
2
8
.
1
1
.
1
6
～

H
2
8
.
1
1
.
7

4
,
6
1
8
,
0
8
0

4
,
2
4
4
,
4
0
0

H
2
9
.
2
.
8

（
H
2
8
.
1
1
.
1
6
）

1
,
6
9
0
,
0
0
0

1
,
6
9
0
,
0
0
0

１
８

－
２

　
工

事
請

負
費

調
べ

（
他

課
か

ら
予

算
の

配
当

替
え

又
は

令
達

を
受

け
て

執
行

し
た

も
の

）

該
当

な
し

予
算

科
目

（
目

）

国 補 単 県 の 別

工
　

事
　

名

　
 
当

　
　

初
　

　
契

　
　

約
入

札
年

月
日

(
契

約
保

証
金

納
付

等
年

月
日

)
請

負
人

支
 
 
　

出
 
 
　

 
状

　
 
 
況

実
地

完
成

年
月

日
変

　
更

(
 
解

除
 
)

の
 
理

 
由

・
 
内

 
容

備
 
考

工
　

　
期

支 出 区 分
年

月
日

金
 
 
 
　

額
　

　
 
変

 
更

 
契

 
約

 
（

 
最

 
終

 
)

検
　

 
査

年
月

日

目
　

　
　

計

工
　

　
期

一
般

H
2
9
.
2
.
1
7

合
　

　
　

計

1
,
6
9
0
,
0
0
0

H
2
9
.
2
.
8

H
2
8
.
1
1
.
2
2

教
育

セ
ン

タ
ー

費
単

県

教
育

セ
ン

タ
ー

第
5
研

修
室

他
エ

ア
コ

ン
設

置
工

事

鳥
取

シ
ャ

ッ
タ

ー
(
有

)
前



１
９

　
財

産
に

関
す

る
調

べ

（
１

）
公

有
財

産

　
　

ア
　

土
　

地

面
積

(
㎡

)
価

額
(
円

)
増

減
別

異
動

日
面

積
(
㎡

)
価

額
(
円

)
増

減
理

由
登

記
年

月
日

面
積

(
㎡

)
価

額
(
円

)

増
加

－
－

減
少

－
－

増
加

－
－

減
少

－
－

増
加

－
－

減
少

－
－

計
1
2
,
6
5
6
.
2
8

－
－

1
2
,
6
5
6
.
2
8

増
加

－
－

減
少

－
－

増
加

－
－

減
少

－
－

増
加

－
－

減
少

－
－

増
加

－
－

減
少

－
－

増
加

－
－

減
少

－
－

計
1
,
6
0
2
.
7
9

－
－

1
,
6
0
2
.
7
9

合
計

1
4
,
2
5
9
.
0
7

－
－

1
4
,
2
5
9
.
0
7

(
平

成
２

９
年

２
月

２
８

日
現

在
)

行
政

・
普

通
財

産
の

区
分

機
関

名
又

は
施

設
名

等
所

在
地

前
年

度
末

本
 
年

 
度

 
異

 
動

 
状

 
況

本
年

度
末

備
考

不
明

行
政

財
産

不
明

鳥
取

市
湖

山
町

北
５

丁
目

2
0
1

5
,
0
8
3
.
9
1

6
,
6
9
7
.
0
0

不
明

8
7
5
.
3
7

不
明

6
,
6
9
7
.
0
0

不
明

3
7
2
.
0
0

4
1
1
.
0
0

鳥
取

市
湖

山
町

北
５

丁
目

2
0
2

5
,
0
8
3
.
9
1

不
明

教
育

セ
ン

タ
ー

不
明

鳥
取

市
湖

山
町

北
６

丁
目

3
3
9
-
1

不
明

4
1
1
.
0
0

鳥
取

市
湖

山
町

北
５

丁
目

2
7
1
-
1

普
通

財
産

教
育

セ
ン

タ
ー

鳥
取

市
湖

山
町

北
５

丁
目

2
0
3

3
7
2
.
0
0

鳥
取

市
湖

山
町

北
６

丁
目

3
3
6

4
2
.
0
0

鳥
取

市
湖

山
町

北
６

丁
目

3
4
3

4
2
.
0
0

不
明

4
8
6
.
6
8

2
9
1
.
1
1

不
明

不
明

不
明

4
8
6
.
6
8

不
明

鳥
取

市
湖

山
町

北
６

丁
目

3
4
1

2
9
1
.
1
1

不
明

8
7
5
.
3
7

不
明

不
明



　
　

イ
　

建
　

物

面
積

(
㎡

)
価

額
(
円

)
増

減
別

異
動

日
面

積
(
㎡

)
価

額
(
円

)
増

減
理

由
登
記
年
月
日

面
積

(
㎡

)
価

額
(
円

)

増
加

－
－

減
少

－
－

増
加

－
－

減
少

－
－

増
加

－
－

減
少

－
－

増
加

－
－

減
少

－
－

増
加

－
－

減
少

－
－

増
加

－
－

減
少

－
－

増
加

－
－

減
少

－
－

合
計

5
,
3
9
9
.
4
8

4
7
5
,
0
4
0
,
2
0
0

－
－

5
,
3
9
9
.
4
8

4
7
5
,
0
4
0
,
2
0
0

　
　

ウ
　

山
　

林
該

　
当

　
な

　
し

　
　

エ
　

不
動

産
売

却
等

　
　
該

　
当

　
な

　
し

　
　

オ
　

財
産

の
交

換
　

　
　
該

　
当

　
な

　
し

　
　

カ
　

動
　

産
　

（
船

舶
、

浮
標

、
浮

桟
橋

、
浮

ド
ッ

ク
、

航
空

機
）

該
　

当
　

な
　

し

　
　

キ
　

物
　

権
該

　
当

　
な

　
し

　
　

ク
　

無
体

財
産

権
（

特
許

権
、

著
作

権
、

商
標

権
、

実
用

新
案

権
等

）
該

　
当

　
な

　
し

　
　

ケ
　

有
価

証
券

　
該

　
当

　
な

　
し

本
 
年

 
度

 
異

 
動

 
状

 
況

本
年

度
末

備
考

行
政

財
産

本
館

鳥
取
市
湖
山
町
北
５
丁
目
2
0
1

3
,
0
0
6
.
9
9

2
1
1
,
6
3
9
,
1
0
0

鳥
取
市
湖
山
町
北
５
丁
目
2
0
2

1
,
0
9
4
.
8
4

（
平

成
２

９
年

２
月

２
８

日
現

在
）

行
政

・
普

通
財

産
の

区
分

機
関

名
又

は
施

設
名

等
所

在
地

前
年

度
末

3
,
0
0
6
.
9
9

2
1
1
,
6
3
9
,
1
0
0

情
報

教
育

棟
1
1
0
,
0
0
0
,
1
0
0

1
,
0
9
4
.
8
4

1
1
0
,
0
0
0
,
1
0
0

教
育

相
談

棟
鳥
取
市
湖
山
町
北
５
丁
目
2
0
1

1
,
2
0
9
.
0
3

1
,
2
0
9
.
0
3

車
庫

鳥
取
市
湖
山
町
北
５
丁
目
2
0
1

渡
り

廊
下

鳥
取
市
湖
山
町
北
５
丁
目
2
0
1

4
0
.
1
2

1
5
1
,
4
1
3
,
0
0
0

自
転

車
置

場
鳥
取
市
湖
山
町
北
５
丁
目
2
0
1

1
4
.
0
0

1
4
.
0
0

2
3
.
6
4

1
,
4
0
0
,
0
0
0

4
0
.
1
2

1
5
1
,
4
1
3
,
0
0
0

2
3
.
6
4

1
,
4
0
0
,
0
0
0

5
8
8
,
0
0
0

自
転

車
置

場
鳥
取
市
湖
山
町
北
５
丁
目
2
0
2

1
0
.
8
6

5
8
8
,
0
0
0

1
0
.
8
6



コ
　

出
資

に
よ

る
権

利
　

該
当

な
し

（
２

）
金

券
類

の
受

払
状

況

ア
　

金
券

の
受

払
状

況

郵
便

切
手

及
び

郵
便

は
が

き

収
入

印
紙

収
入

証
紙

タ
ク

シ
ー

ク
ー

ポ
ン

券

鉄
道

バ
ス

プ
リ

ペ
ー

ド
カ

ー
ド

合
　

　
計

イ
　

タ
ク

シ
ー

チ
ケ

ッ
ト

の
受

払
状

況

前
年

度
末

未
使

用
枚

数

枚
2
1
0

枚
1
3
2

枚
8
6

枚
8

（
３

）
基

　
金

該
当
な
し

（
４

)
 
債

　
権

金
　

　
額

件
　

数
金

　
　

額
件

　
数

金
　

　
額

件
　

数
金

　
　

額
件

　
数

円
円

円
円

行
政

財
産

使
用

料
1
5
7
,4

5
6

3
0

1
5
7
,4

5
6

3

合
　

　
　

計
1
5
7
,4

5
6

3
0

0
0

0
1
5
7
,4

5
6

3

5
1
,
5
0
6

0

備
　

　
　

　
考

本
年

度
末

0 0 0 0

　
円

5
1
,
5
0
6

前
年

度
末

購
 
入

 
額

使
 
用

 
額

本
　

年
　

度
　

中

　
円

2
8
,
8
4
9

　
円

3
3
,
8
0
0

0 0 0 0

　
円

4
6
,
5
5
5 0 0 0

00

購
　

入
　

枚
　

数
使

用
枚

数
及

び
金

額

2
5
5
,
2
8
0
円

0

3
3
,
8
0
0

増
減

（
平

成
２

９
年

２
月

２
８

日
現

在
）

　
　

本
　

　
年

　
　

度
　

　
中

本
年

度
末

未
使

用
枚

数

0

4
6
,
5
5
5

2
8
,
8
4
9

（
平

成
２

９
年

２
月

２
８

日
現

在
）

　
　

種
　

　
別

（
平

成
２

９
年

２
月

２
８

日
現

在
）

自
動

販
売

機
、

電
柱

及
び

支
線

設
置

債
 権

 の
 名

 称
前

　
年

　
度

　
末

本
　

　
　

年
　

　
　

度
　

　
　

中
本

　
年

　
度

　
末

備
　

考



　
　

コ
　

出
資

に
よ

る
権

利
　

該
当

な
し

 
（

２
）

金
券

類
の

受
払

状
況

　
　

ア
　

金
券

の
受

払
状

況

購
 
入

 
額

使
 
用

 
額

　
円

　
円

　
円

　
円

郵
便

切
手

及
び

郵
便

は
が

き
4
6
,
5
5
5

3
3
,
8
0
0

2
8
,
8
4
9

5
1
,
5
0
6

収
入

印
紙

0
0

0
0

収
入

証
紙

0
0

0
0

タ
ク

シ
ー

ク
ー

ポ
ン

券
0

0
0

0

鉄
道

ﾊ
ﾞ
ｽ
プ

リ
ペ

ー
ド

カ
ー

ド
0

0
0

0

合
　

　
計

4
6
,
5
5
5

3
3
,
8
0
0

2
8
,
8
4
9

5
1
,
5
0
6

　
　

イ
　

タ
ク

シ
ー

チ
ケ

ッ
ト

の
受

払
状

況

前
年

度
末

未
使

用
枚

数

枚
枚

1
3
2

枚
8
6

枚

8

 
（

３
）

基
　

金

該
当
な
し

（
平

成
２

９
年

２
月

２
８

日
現

在
）

　
　

備
　

　
　

　
考

種
　

　
別

前
年

度
末

本
　

年
　

度
　

中
本

年
度

末

2
1
0

本
　

　
年

　
　

度
　

　
中

本
年

度
末

未
使

用
枚

数
（

平
成

２
９

年
２

月
２

８
日

現
在

）
　

　

購
　

入
　

枚
　

数
使

用
枚

数
及

び
金

額



２
０

　
財

産
の

貸
付

け
及

び
使

用
許

可
調

べ
　

（
１

）
　

土
地

及
び

建
物

　
　

ア
　

土
　

　
地

貸
付

（
使

用
許

可
）
先

単
価

本
年

度
の

貸
付

（
使

用
）

住
　

　
　

　
　

所
氏

　
　

　
　

　
名

計
6
,0

0
0

計
0

合
計

6
,0

0
0

無
償

0

鳥
取

市
尚

徳
町

１
１

６
鳥

取
市

長
　

深
澤

　
義

彦

鳥
取

市
湖

山
町

北
6
丁

目
3
3
6

鳥
取

市
湖

山
町

北
6
丁

目
3
3
9
-
1

文
書

ID
1
6
-

0
0
0
5
5
5
6
1

鳥
取

市
湖

山
町

北
6
丁

目
3
4
1

S
5
1
.9

.2
9

S
5
1
.9

.2
9

S
5
1
.9

.2
9
～

S
5
6
.9

.2
8

以
後

更
新

（
H

2
8
.9

.2
8
ま

で
）

H
2
8
.9

.2
9
～

H
3
3
.9

.2
8

鳥
取

市
湖

山
町

北
6
丁

目
3
4
3

貸
　

　
　

付
（
使

用
許

可
）

年
　

月
　

日

当
初

貸
付

（
使

用
許

可
）

年
　

月
　

日

貸
　

　
　

付
（
使

用
許

可
）

期
　

　
　

間

貸
付

（
使

用
）
料

（
円

）
備

　
考

電
気

通
信

線
路

設
備

に
係

る
電

柱
及

び
支

線
設

置
鳥

取
市

湖
山

町
北

5
丁

目
2
0
1

支
柱

2
本

支
線

2
条

行
政

 ・
普

通
財

産
の

区
分

貸
　

　
　

付
（
使

用
許

可
）

目
　

　
　

的
所

　
　

在
　

　
地

数
量

又
は

面
積

鳥
取

市
湖

山
町

北
5
丁

目
2
0
3

H
2
5
.4

.1
H

2
5
.4

.1
H

2
5
.4

.1
～

H
3
0
.3

.3
1

鳥
取

市
湯

所
町

2
-
2
5
8

西
日

本
電

信
電

話
株

式
会

社
鳥

取
支

店

年
額

市
道

湖
山

北
1
8
号

線
1
6
0
2
.7

9
㎡

普
通

財
産

行
政

財
産

6
,0

0
0



　
　

イ
　

建
　

　
物

貸
付

（
使

用
許

可
）
先

単
価

本
年

度
の

貸
付

（
使

用
）
料

住
　

　
　

　
　

所
氏

　
　

　
　

　
名

計
3
6
,3

6
4

計
0

合
計

3
6
,3

6
4

　
（
２

）
　

物
　

品
該

当
な

し

1
階

2
階

2
0
,6

5
6 0

備
　

考

鳥
取

市
緑

ヶ
丘

2
丁

目
6
6
7
-
1
4

株
式

会
社

戸
信

清
涼

飲
料

水
自

動
販

売
機

の
設

置
鳥

取
市

湖
山

町
北

5
丁

目
2
0
1

1
.2

7
㎡

H
2
7
.3

.2
7

H
2
7
.4

.1

行
政

財
産

清
涼

飲
料

水
自

動
販

売
機

の
設

置
鳥

取
市

湖
山

町
北

5
丁

目
2
0
1

1
.6

7
㎡

鳥
取

市
緑

ヶ
丘

2
丁

目
6
6
7
-
1
4

株
式

会
社

戸
信

年
額

貸
　

　
　

付
（
使

用
許

可
）

期
　

　
　

間

貸
付

（
使

用
）
料

（
円

）

行
政

 ・
普

通
財

産
の

区
分

貸
　

　
　

付
（
使

用
許

可
）

目
　

　
　

的
所

　
　

在
　

　
地

数
量

又
は

面
積

貸
　

　
　

付
（
使

用
許

可
）

年
　

月
　

日

当
初

貸
付

（
使

用
許

可
）

年
　

月
　

日

年
額

1
5
,7

0
8

H
2
7
.3

.2
7

H
2
7
.4

.1
H

2
7
.4

.1
～

H
3
2
.3

.3
1

H
2
7
.4

.1
～

H
3
2
.3

.3
1

普
通

財
産

該
当

な
し



２
１

　
借

受
不

動
産

明
細

調
べ

　
　

該
当

な
し

２
２

　
職

員
住

宅
及

び
職

員
駐

車
場

の
管

理
状

況
調

べ

　
（
１

）
　

職
員

住
宅

該
当

な
し

　
（
２

）
　

職
員

駐
車

場
　

　
　

ア
　

管
理

状
況

　
　

　
イ

　
異

動
状

況

う
ち

減
免

う
ち

減
免

う
ち

減
免

人
人

人
人

人
人

人
円

４
月

3
5

3
5

0
3
1

0
3
1

0
1
2
4
,0

0
0

５
月

3
1

0
0

0
0

3
1

0
1
2
4
,0

0
0

６
月

3
1

0
0

0
0

3
1

0
1
2
4
,0

0
0

７
月

3
1

0
0

0
0

3
1

0
1
2
4
,0

0
0

８
月

3
1

0
0

0
0

3
1

0
1
2
4
,0

0
0

９
月

3
1

0
0

0
0

3
1

0
1
2
4
,0

0
0

1
0
月

3
1

0
0

0
0

3
1

0
1
2
4
,0

0
0

1
1
月

3
1

1
0

0
0

3
0

0
1
2
0
,0

0
0

1
2
月

3
0

0
0

0
0

3
0

0
1
2
0
,0

0
0

１
月

3
0

0
0

0
0

3
0

0
1
2
0
,0

0
0

２
月

3
0

0
0

0
0

3
0

0
1
2
0
,0

0
0

円
円

1
,3

4
8
,0

0
0

1
,3

4
8
,0

0
0

0

1
2
.5

4
,0

0
0

財
産

の
区

分
所

　
　

在
　

　
地

１
 区

 画
 の

 面
 積

貸
付

（
使

用
）
料

（
月

額
）

（
㎡

）
(円

）

行
政

財
産

普
通

財
産

合
　

計

鳥
取

市
湖

山
町

北
5
丁

目
2
0
1

該
当

な
し

(行
政

財
産

）

月
  
別

前
月

末
当

月
減

当
月

増
調

 定
 額

収
入

済
額

収
入

未
済

額
当

月
末



２３　自動車（二輪を除く）の管理状況調べ

該当なし

２４　寄附物件の受納状況調べ

該当なし

該当なし

２６　現金、有価証券、物品の亡失、損傷調べ
（１）現金、有価証券、物品の亡失、損傷調べ

該当なし

（２）物品の照合 （平成２９年２月２８日現在）

・　有　　　　　・　無

２７　貸付金等状況調べ
該当なし

照合年月日

２５　備品の処分状況調べ

現物確認できなかった物品

平成28年7月29日

現物が確認できなかった物品
名

個　数



２
８

　
職

員
旅

費
の

執
行

状
況

調
べ

（
１

）
旅

行
伺

の
事

前
承

認

2
9
9

1
2

0
0

1
2

（
２

）
旅

費
概

算
払

の
精

算
等

　
ア

　
概

算
払

の
精

算
が

旅
行

完
了

日
の

翌
日

か
ら

２
週

間
以

上
経

過
し

て
い

る
も

の
（
零

精
算

を
除

く
）
 …

…
…

…
…

…
…

  
（
  
  
  
 0

件
中

　
　

0
件

）

　
イ

　
精

算
払

が
旅

行
完

了
日

の
翌

日
か

ら
3
0
日

以
上

経
過

し
て

い
る

も
の

　
…

…
…

…
…

…
…

…
…

…
…

…
…

…
…

…
…

  
（
　

2
9
9
件

中
　

　
８

件
）

（
３

）
旅

費
の

計
算

用
　

務
　

先
旅

　
行

　
期

　
間

支
出

金
額

独
立

行
政

法
人

教
育

研
修

セ
ン

タ
ー

H
2
9
.2

.5
～

H
2
9
.2

.1
7

９
４

，
９

０
０

円

独
立

行
政

法
人

教
育

研
修

セ
ン

タ
ー

H
2
9
.1

.3
0
～

H
2
9
.2

.3
７

１
，

３
６

０
円

秋
田

県
総

合
教

育
セ

ン
タ

ー
H

2
8
.1

2
.1

3
～

H
2
8
.1

2
.1

5
５

３
，

７
７

４
円

独
立

行
政

法
人

教
育

研
修

セ
ン

タ
ー

H
2
8
.1

2
.1

1
～

H
2
8
.1

2
.1

6
３

７
，

０
３

０
円

国
立

オ
リ

ン
ピ

ッ
ク

記
念

青
少

年
総

合
セ

ン
タ

ー
H

2
9
.2

.1
6
～

H
2
9
.2

.1
8

２
８

，
６

０
０

円

（
４

）
旅

費
の

適
正

執
行

の
取

組
状

況
等

備
　

　
　

　
考

平
成

２
８

年
度

国
立

特
別

支
援

教
育

総
合

研
究

所
セ

ミ
ナ

ー

用
　

務
　

内
　

容
備

　
　

　
　

考

平
成

２
８

年
度

教
職

員
等

中
央

研
修

（
第

４
回

副
校

長
・
教

頭
等

研
修

）

平
成

２
８

年
度

学
校

教
育

の
情

報
化

指
導

者
養

成
研

修

平
成

２
８

年
度

言
語

活
動

指
導

者
養

成
研

修

平
成

２
８

年
度

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

・
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
指

導
者

養
成

研
修

　
旅

行
伺

い
の

事
前

承
認

の
徹

底
と

旅
費

の
精

算
の

遅
延

へ
の

注
意

喚
起

に
つ

い
て

、
所

内
の

課
長

会
で

課
内

で
職

員
全

員
に

周
知

す
る

よ
う

依
頼

し
た

。
ま

た
、

職
員

全
員

に
メ

ー
ル

で
周

知
し

た
。

　
旅

費
の

計
算

に
つ

い
て

は
、

予
算

設
定

者
と

旅
費

出
納

員
が

チ
ェ

ッ
ク

し
、

旅
費

規
程

に
沿

っ
て

い
な

い
も

の
に

つ
い

て
は

不
承

認
に

し
、

修
正

依
頼

し
た

。

 旅
行

総
件

数
旅

費
シ

ス
テ

ム
で

 発
令

日
が

出
発

日
 よ

り
遅

い
件

数
  
①

①
の

う
ち

履
歴

で
事

前
承

認
が

確
認

で
き

た
件

数
  
②

①
の

う
ち

②
以

外
で

緊
急

等
特

別
な

理
由

が
あ

っ
た

件
数

  
③

特
別

な
理

由
も

な
く
事

前
承

認
が

さ
れ

て
い

な
い

件
数

　
　

（
①

－
②

－
③

）


